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横浜市 「地域防災拠点」開設・運営マニュアル

横浜市防災計画
第４節 
指定避難所（地域防災拠点）
１ 開設

○ 地域防災拠点運営委員会を中心
とする地域住民を主体として開設す
ることを原則とする。



北國新聞 7月1日 https://www.hokkoku.co.jp/articles/-/1445824#clipimage

避難者なお２２８８人 公費解体完了、想定の４％
能登半島地震では、死者が災害関連死を含めて２９９人となる見通しで、今なお２２８８

人が避難生活を続けている。全半壊となった建物を自治体が解体する「公費解体」の完
了数は９１１棟で、想定される２万２千棟の４％にとどまっており、復旧・復興の迅速化が
課題となっている。

犠牲者は直接死の２２９人に加え、関連死５２人、関連死に認定される見通しの１８人が
おり、さらに増える可能性がある。計２９９人の死者は、２０１６年の熊本地震の２７６人よ
り多い。

北國新聞 7月1日 https://www.hokkoku.co.jp/articles/-/1445825



能登半島地震の災害関連死の認定数は７０人
（死者数２９９人）。150人以上が認定申請中。

年齢別（非公表の人を除く）では９０代以上が１５人、８０代が２０人、７０代が８人
、６０代が２人。ほとんどが７０歳代～９０歳代以上。避難生活に伴う心身の負荷
や、施設の損傷で必要な介護が受けられなかったことなどが原因で死亡した。

2024/7/6 北國新聞デジタル

2024/5/16 北國新聞デジタル

1月の避難所からの
救急搬送数は６７６件

75%が1月に集中

関連死（関連疾患）は避難環境の劣悪さが原因



• 約3年前に前立腺がんと診断され、投薬治療を続けていた。昨年
の暮れからめまいや吐き気が出て体調は優れなかったが、妻よ
う子さん（80）と一緒にグラウンドゴルフなどを楽しんでいた。元
日は自宅の居間でこたつでくつろぎ、長女（58）が孫娘とオードブ
ル持参で訪ねてきたところを地震に襲われた。木造の2階の床が
一部抜け、中規模半壊と判定された。

• 8日夜まで軽ワゴン車の後席を倒して夫婦で毛布にくるまり、ほ
とんど車内で過ごした。近所の人たちは町内の避難所で、正月
用に買ってあった食料で鍋などを作ったが、夫は「胃がもたれる」
などと言ってあまり食べなかった。この頃から下痢が続き、断水
で風呂に入れなかったこともあって肌のかぶれが起きていた。

• 約1週間の車中泊を経て、同じ石川県珠洲（すず）市内の長女宅
に移ったものの起き上がれなくなった。地震から1カ月余り後、俳
句を愛した夫は金沢市の病院で息を引き取った。毎日新聞 7月1日 ウ

ェッブ

珠洲市馬緤町 中平正已さん（享年84）



令和 6 年能登半島地震に係る災害関連死の認定について 
5 月 14 日に開催した輪島市災害弔慰金等認定審査会の審査結果

他２件の70

代・女性と90

代・男性は非
公開

輪島市の6月

の審査結果：
審査件数23件

（認定１９件、
継続審査４件）

福祉施設に避
難、福祉施設
で被災して、停
電のために暖
房が使えず、
心不全や肺炎
のために死亡
という例も複数
あり。

輪島市HPから



石川県「能登でM8.1」試算を知りながら防災計画は「M7.0」想
定 知事は「震災少ない」と企業誘致に熱

政府の有識者検討会は13〜14年、日本海側全体の海底活断層を調査。海底
地形のデータなどから60カ所について、活断層が動いた場合に起こる地震や
津波の程度を予測する「断層モデル」をつくり、公表した。
今回の震源域には「F42」「F43」という断層モデルがあり、1日の本震後

に起きた余震の震源域とほぼ重なる。検討会は、F43で地震が起きた場合は
M7.6になると想定していた。

能登半島の北方沖では、かねて複数の活断層の存在が指摘されていた。国の研究
機関「産業技術総合研究所」の岡村行信氏らは10年の「能登半島北部周辺20万分の1
海域地質図説明書」で四つの活断層を記載した。産総研によると、半島北岸の5〜10キ
ロ沖で海岸と平行に逆断層が分布し、一つ当たり20キロ前後の長さで四つに区分され
る。 

12年3月にあった経済産業省原子力安全・保安院の「地震・津波に関する意見聴取
会（活断層関係）」では、北陸電力志賀原発（志賀町）の審査に際し、岡村氏が委員とし
て出席。四つの活断層が連動する可能性に触れた。議事録には「多分連動するような
断層の配置」「考慮して当然」といった岡村氏の発言が残る。

これを受け、北電は「約95キロ区間の連動を考慮すると、マグニチュード8.1
相当になる」という試算を報告した。岡村氏は取材に「原発の安全性審査のため
には、最大クラスの地震規模を想定することが必要だった」と当時を回想した。

東京新聞web 2024.1.18

https://www.tokyo-np.co.jp/article/303471

不可解なのが、県の地震対応だ。地域防災計画の地震災害対策編では「能登半島北方沖でM8.1」を盛り込まず、
1997年度公表の想定を据え置いた。記載した地震の規模は「北方沖でM7.0」。地震による被害も「ごく局地的な災害
で、災害度は低い」とし、死者は7人、建物全壊は120棟、避難者数は約2780人と見積もった。

こうした想定は備えを鈍らせなかったか。本来は多数の家屋倒壊や道路の損壊といった地震の被害を念頭に置き、
耐震化の予算を付け、孤立対策などを準備すべきだったのではないか。

石川県は地震想定を小さく据え置いていた

東京新聞web 2024.1.18 https://www.tokyo-np.co.jp/article/303471
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石川県輪島市中心部





1ヶ月間、段ボールベットやパーテーションなく、雑魚寝状態。



2月17日（発災1ヶ月半）の避難所





車中泊



＜避難所の食事の問題＞
オンラインメディアのハフポスト（HUFFPOST）が、

能登半島地震の避難所の食事の問題点を書い
ています。
私も1月に輪島市の避難所で6泊し、被災者の食
事（自衛隊の炊き出し）を近くでみていました。

その内容は、記事の食事（写真＝珠洲市の避難
所の3月の自衛隊の炊き出し）とほぼ同じで、悲し
くなりました。
もう一つの写真は、私が撮影した、3月18日の輪

島市内の避難所の昼食です。かなり改善されて
はいます。

ただ、避難者は「今日はかなりマシな方です。で
きれば肉も食べたい」と言われていました。

災害救助法では炊き出し費用は1人1日当たり1,230円

以内と定められており、多様なメニュー、栄養バラン
ス、質などに配慮することが求められています。

今回の災害においても、量と質の面で問題があったと
思います。（災害救助法の食事は在宅の人たちも対象
としています）。

食べることから健康の維持、生活の再建ははじまりま
す。この問題にもっと目を向けるべきです。



3月18日 輪島市三井長沢の
農業ハウス避難所への物資提供



今回の災害でも、
在宅避難者、車中
泊、納屋・倉庫避難
、ビニールハウス
避難、親戚宅避難
など避難場所は多
様。
しかし、実態は把握
されていないし、支
援も届いていない。

物資配布に長蛇の列

北國新聞DIGITAL 2024.4.1 



熊日、2020.9.３
熊本豪雨の際も在宅避難者の把握・支援は遅れた

輪島市の避難所数は1月末時点で87ヶ所
（避難者2,833人） １ヶ所平均32.6人

2024年1月31日石川県資料



5月17日 輪島市河井小学校避難所



5月18日
能登町 避難所





22

熊本市内の小学校区
尾ノ上校区
1万3千人



尾ノ上校区と尾ノ上小学校

23



2016年熊本地震の前震から28時間後の本震
震度６弱と震度６強の揺れを体験し余震も続き、家財は散乱し、水やガスが止まった

24
皆が同時にこれほど不安な状況に遭うことも稀だが、こ
れほど多くの住民が進んで協力し合う経験もない。

2016年4月16日1時25分～、
未明の尾ノ上小学校体育館



25各月1日現在 （人）2016年 2017年

直接死 50人
大雨による2次災害 5人 大分県3人

関連死２１８人

熊本地震の関連死の推移
（グラフは各月の認定件数であり死亡した月ではない）

発生１カ月以内に起きた
関連死は全体の56.9％に
当たる124人に上った。



26

あるお宅（マンション5階） 前震後

熊本市東区尾ノ上
校区

あるお宅（マンショ
ン5階） 本震後



2016年4月16日本震の日、深夜の本震から約16時間後の夜

27

校長・ＰＴＡ会長が避難者に
ボランティアを呼びかける

切迫した状況、不安、校長の良心と勇気
この指とまれでお互いに協力することを事前に共有しておくとスムーズに行くはず

主体的運営



余震が怖い、水、電気、ガスが止まる
どうするか、避難者、学校、行政の話し合い

本震当日と翌日、その後不定期の会議

28

運営会議・コミュニケーション



避難者による自主運営のために組織づくり

－調整班・食事班、雑用班、救護班、女性班など

2016年4月17日

29当初から自治会・民生委員と協働する地域支援班が必要だった！

自主運営組織



教室も体育館もグランドも・・・ 17日

4月17日

30



ボランティアが水を学校に届けた

トイレの水はプールから（雑用班） 17日

17日

31

避難所において

避難者によるボラ
ンティア始まる



避難者・住民・教師による朝夕の食事づくり

32

家庭科室が調理場としてフル稼働
（プロパンガスでよかった）

中高生も活躍
避難者による食事班・先生たち・地域住民が協力

結果的に元気が出る避難所になった。

食を通じた協力



1000人以上の避難者がいても
避難者のアイデアで食事配布の列ができない

33子どもたちも協力 段ボールトレイが大活躍

体
育
館
は
１
０
の
ブ

ロ
ッ
ク(

班)

に
分
け
て

住民の知恵



34

社会的健康あっての
精神的健康・身体的健康

身体的健康

精神的健康

社会的健康

健 康

人間は基本的に社会的存在
WHOの健康の定義（WHO憲章、1946）を参考にして作成

回復のプロセス



〇避難した看護師がリーダー
〇周辺の病院を確認
〇多様な訴え、救急搬送もあり
〇近隣の医師等が参加
〇避難所内、公園等を巡回

救護班

35

看護師と医師のボラン
ティアチーム（校医と近
所の医師が毎日訪問）

訴えに傾聴、チームで対応

避難の看護師・近隣に住む医師・地域の医療機関の連携



• 車椅子使用（2人）・・・家族とともに（体
育館1人、教室1人）、トイレは校舎内
がバリアフリー

• 視覚障害者（1人、盲導犬と）…最初は
教室、後に体育館

• 聴覚障害のある夫婦・・・体育館で
• 精神疾患のある方（10名程度）・・・単

身の方は体育館、家族連れは教室。
36

尾ノ上小避難所の障害のある人たち

ペット連れには、専用の部屋（教室）を確保した

包摂的



熊本市にも存在する避難所運営マニュアル

＜災害の発生後の２日目～１週間程度＞

• 住居の被災やライフライン等の被災
状況などにより、避難生活の長期化
が予想される場合、避難所の運営
は、避難者の自立再建の原則に基づ
いて、避難者を主体とする避難所運
営委員会が避難所の運営を担う・・・

熊本市『避難場所開設・避難所運営マニュアル』平成25年3月より

37被災者・避難者が「お客さん」にならないこと

事前に存在していた「制度」



地域の高齢者の多くは
避難所に行けなかった

• ①避難所は避難者で溢れ、余震に震えトイレで１週間じ

っと座っていた独居高齢者（後に栄養失調で入院、熊本市）

• ②１週間の車中泊で認知症が悪化した高齢者（益城町）

• ③飼い犬がいるため避難所に入れず車中泊を続け、本

人も犬も体調悪化した高齢女性（益城町）

• ④認知症の高齢者も食事を配る列に並ばないといけな

いと言われて、避難所に行くことを断念した息子と親

⇨無理をして体調を崩した人たちが少なくない。
38

放置された在宅避難者など



避難所の物資をどんどん地域へ、交流をつくる

39

避難所は地域（包括）の拠点、
すべての人にかかわるもの

地域防災拠点の「拠点」という考えが重要



熊本市東区尾ノ上小学校
災害ボランティアセンター始動 2016年4月26日～

40

尾ノ上小学校災害ボランティアセンター　ニーズ件数・派遣人数

4月 5月
町内 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 7 8 14 20 28 合計

ニーズ件数（実施件数） 5 7 6 5 7 14 12 12 11 11 6 2 2 2 1 103

ボランティア派遣人数 8 24 20 50 30 47 48 30 30 10 27 4 8 8 4 348

自治会、民生委員と連携して小学校で片付け等のニーズを把握し、
熊本市社協の協力でボランティアを受け入れて地域に派遣

新たな仕組みを作り、共同性を広げる



１．自主運営組織によってお互いに協力
（本震当日の校長の呼びかけがカギ）

２．学校設備のほとんどを利用した

３．食と交流を大事にして健康を守る

４．自治会や様々な団体・機関（病院、Ｎ
ＰＯ、企業、行政、自衛隊等）との連携

５．地域支援の拠点となった（自宅避難
者への物資配給・ボランティア派遣）

尾ノ上小学校の避難所の特徴



事例 属性 場所 仕組み 自治 環境 健康状態

Aさん 避難所 × × × ×

Bさん 避難所 × × ○ △/×

Cさん 避難所 ○ ○ ○ ○

Dさん 在宅 × × × ×

目標 地域住民
在宅/車/避

難所等 ○ ○ ○ ○

高齢者 平
時
へ
の
教
訓

平
時
か
ら今後の大災害

の想定・準備

「仕組み」と「自治」を基本に避難所の環境を改善する
「TKB」は災害関連死の防止につながる避難所の環境整備の目標
。

①仕組み、②自治、③環境（TKB）
トイレ・キッチン・ベットなど



震災後、熊本市は校区単位に校区防災連絡会と
避難所運営委員会を設置、訓練も

震災翌年４月１６日の
避難所設置・運営訓練

仕組みをつくる、準備をする

結成率100％

（2024年7月現在）

結成率90％弱

（2024年7月現在）
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324

1,175

623

1,021

863

横浜市の区別に
みた地域防災拠
点１ヶ所当たりの
平均避難者数

• 地域防災拠点の
避難者の同数か
ら数倍の在宅避
難者がいると想
定するべき



2 運営 

○ 地域住民の相互扶助による運営を基本とし、避難してきた者全員が協力す
る。地域防災拠点運営委員会は、学校・行政と連携して、地域防災拠点がそ
の機能を発揮するよう、運営する。 

○ 市(各区)は、避難所に関する情報を把握し、必要に応じて、被災者支援チームと調整する。
○ 地域防災拠点運営委員会の主な活動は、次のアからシに掲げる。中長期化する場合は、避難
所の衛生管理、被災者のこころのケアなどについて、区役所やボランティア団体と連携して、
運営する。 

• ア 避難者の誘導、運営マニュアルに基づく作業分担の割当て

• イ 負傷者の応急手当、医療機関への誘導

• ウ 防災資機材等を活用した救出・救助 

• エ 負傷者及び高齢者、障害者、乳幼児、児童、妊産婦等で援護を必要とする避難者の把
握・援護 

• オ 仮設トイレの設置、清掃、防疫対策などの環境衛生

• カ 備蓄食料、救援物資等の要請・配布、炊き出し

• キ 地域の被災情報及び生活情報の収集・伝達 

• ク 公的避難場所以外での避難者への情報提供、救援物資の要請受付

• ケ ボランティアに関する対応(区災害ボランティアセンターとの受入調整、避難地区内のボ
ランティアニーズの把握、情報提供)

• コ 防犯パトロールの実施

• サ 「ペットとの同行避難対応ガイドライン」に基づく対応 

• シ その他必要な事項 
横浜市 「「地域防災拠点」開設・運営マニュアル」から







横浜市HP  https://www.city.yokohama.lg.jp/bousai-kyukyu-bohan/bousai-saigai/moshimo/chikitaisaku/manual/uneimanyuaru.files/0055_20190624.pdf



横浜市HP  https://www.city.yokohama.lg.jp/bousai-kyukyu-bohan/bousai-saigai/moshimo/chikitaisaku/manual/uneimanyuaru.files/0055_20190624.pdf



• 2021年7月21日 タウンニュース
旭区版

• https://www.townnews.co.jp/01
05/2021/07/22/584004.html

横浜市内に４７２ヶ所設置
（令和５年度末現在）
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地域防災拠点の運営のポイント

１．避難者・被災者・住民が主体
（平時から「公共の場」への参加を）

２．仕組みをつくり活用する
（平時から安心できる制度づくりを）

＊ 日頃の「生活防災」を大切に
（できる範囲で地域活動に参加してみる）
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